
（報告第１５号の参考）

※実質赤字額、連結実質赤字額がないため「－」と表示しています。
※（　）内は令和元年度決算に基づく比率です。

※資金不足額がないため「－」と表示しています。
※（　）内は令和元年度決算に基づく比率です。
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１　健全化判断比率の状況

令和3年10月7日

下松市企画財政部財政課

経営健全化基準

13.05

２　資金不足比率の状況

特別会計の名称

20.00

令和２年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率の概要

－

資金不足比率

（18.10）
早期健全化基準

水道事業会計

簡易水道事業会計

20.0

（－）

工業用水道事業会計
（－）

18.05%

－

早期健全化段階

国民宿舎特別会計

13.05%

30.00%

20.00%

公共下水道事業会計

３　早期健全化基準・財政再生基準・公営企業の経営健全化基準のイメージ

財政再生基準

再生段階

財政悪化

：本市の比率

早期健全化基準

財政健全

④将来負担比率

①実質赤字比率

③実質公債費比率

20.0%

350.0%

経営健全化基準

25.0%

②連結実質赤字比率

35.0%

⑤資金不足比率

－（R1・R2）

○財政健全化団体
○経営健全化団体
【自主的な改善努力による

財政健全化】

・財政（経営）健全化計画の策定
・外部監査の要求

等

○財政再生団体
【国等の関与による確実な再生】

・財政再生計画の策定
・外部監査の要求

・計画について国の同意手続

・地方債の制限
等

－（R1・R2）

3.0％（R1）

－（R1・R2）

30.1％（R2）

※

3.5％（R2）

平成１９年６月に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）」の規定に基づ
き、地方公共団体は、平成１９年度決算から新たな財政指標である健全化判断比率・資金不足比率を算出し、監査委
員の審査を受けて議会に報告し公表することになりました。

なお、平成２０年度決算からは、法の全面施行により、いずれかの比率が早期健全化基準及び経営健全化基準以
上になると「財政健全化計画」及び「経営健全化計画」、財政再生基準以上になると「財政再生計画」を策定し、財政
の健全化に取り組む必要があります。

下表のとおり本市の令和２年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率は、全ての比率において基準を下回り、
本市の財政状況は健全性が保たれた状態にあるといえます。今後も指標を活用し、常に財政運営上の諸課題に取り
組むことで、行財政基盤の強化に努めていきます。

28.8％（R1）
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【一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率】

・一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額
・実質赤字の額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）
・標準財政規模：地方公共団体の一般財源の標準規模を示す（臨時財政対策債発行可能額を含む。）。

11.25～15.00％

【全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率】

・連結実質赤字額：イとロの合計額がハと二の合計額を超える場合の当該超える額

ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
二　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

16.25～20.00％

30.00%

※連結実質収支が黒字の場合、連結実質赤字比率は負の値となり公表は「－」で表示する。

※実質収支が黒字の場合、実質赤字比率は負の値となり公表
は「－」で表示する。

４　本市における健全化判断比率等の対象会計範囲

資
金
不
足
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率 将

来
負
担
比
率

公営事業会計（公営企業会計を除く。）

介護保険特別会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計 実
質
公
債
費
比
率

イ　一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

20.00%

法非適用公営企業会計
（国民宿舎特別会計）の

資金剰余額

ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

一般会計

公営企業会計

実
質
赤
字

　
　
比
率

標準財政規模
連結実質赤字比率

一般会計等

標準財政規模

2,880,432 12,060,795

①　実質赤字比率

一般会計等の実質赤字額

実質赤字比率

法適用公営企業会計（水
道３事業、下水道事業）

の資金剰余額

＝
連結実質赤字額

標準財政規模

一般会計の実質収支額
☆早期健全化基準

★財政再生基準

実質赤字比率

▲35.50％（－）

一般会計・国保・介護・後
期特別会計の実質収支

額
標準財政規模

1,401,362

☆早期健全化基準

周南地区福祉施設組合

★財政再生基準
連結実質赤字比率

▲7.13％（－）

0

地方公社・第三セクター等

②　連結実質赤字比率

＝

860,642

５　健全化判断比率及び資金不足比率の算定方法

12,060,795

周南地区衛生施設組合

山口県後期高齢者医療広域連合

簡易水道事業会計

公共下水道事業会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

国民宿舎特別会計

周南東部環境施設組合

一部事務組合・広域連合

山口県市町総合事務組合

一般会計等を対象とした実質赤字額の標準
財政規模に対する比率です。

公営企業会計を含む市の全会計を対象とした
実質赤字額、又は資金の不足額の標準財政規
模に対する比率です。

市全体での赤字の程度を指標化したもので、財
政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。
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【一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率】

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－
（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・準元利償還金：イからホまでの合計額

ニ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
ホ　一時借入金の利子

・特定財源：国や都道府県等からの利子補給、貸付金の財源として発行した地方債に係る貸付金の元利償還金、公営住宅使用料、
　都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都市計画税等

【一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率】

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額
＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

・将来負担額：イからチまでの合計額
イ　一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高
ロ　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの）
ハ　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額
二　当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額
ホ　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
へ　地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額
 ト　当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案した一般会計等の負担見込額
チ　設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の
　　 一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案した
　 　一般会計等の負担見込額
リ　連結実質赤字額
ヌ　組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

・充当可能基金額：イからチまでの償還額等に充てることができる地方自治法第２４１条の基金

【将来負担額】

※土地開発公社・第三セクター等

【充当可能財源等】

公営企業債等
繰入見込額

充当可能
特定歳入

1,806,108 275,042

③　実質公債費比率

5,772,683

＝

一時借入金の利子
⑤

ハ　組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

実質公債費比率
（３ヵ年平均）

地方債の現在高

将来負担比率

将来負担比率

組合連結実質
赤字額負担見込額

17,007,687

ロ　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

5,028,587

標準財政規模

☆早期健全化基準 350.0%

4,981,280

0

1,321,513

5,889,130

143,218 2,073

3.5%

標準財政規模
⑦

実質公債費比率
（単年度）

12,060,795

12,060,795

設立法人の負債額等
負担見込額　　※

172,868

30.1%

基準財政需要額
算入見込額

連結実質赤字額

1,163,868

0

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

1,321,513

退職手当
負担見込額

組合
負担等見込額

25.0%

3.5%

35.0%

2,661,571

★財政再生基準

☆早期健全化基準元利償還金・準元利償還
金に係る基準財政需要
額算入額　　⑧

524,192 ⑦　-　⑧0

④　将来負担比率

うち都市計画税

元利償還金・準元利償還
金に係る基準財政需要
額算入額

債務負担行為に
基づく支出予定額

22,879,419

0

充当可能基金

公債費に準ずる債務
負担行為に係るもの

④
元利償還金の額　①

公営企業債の元利償
還金に対する一般会
計からの繰入金　　②

特定財源の額
⑥

（ ①+②+③+④+⑤ ）　-　（ ⑥+⑧ ）

一部事務組合等の起
こした地方債に充てた
と認められる補助金又
は負担金　　③

イ　満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還とした場合における１年当たりの元金償還金相当額

実質公債費比率
（３ヵ年平均）

＝
標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還
金の標準財政規模を基本とした額に対する比率です。

借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標
化したもので、資金繰りの程度を示す指標ともいえま

公営企業、一部事務組合、土地開発公社及
び第三セクター等も含め、一般会計等が将来負
担すべき実質的な負債（借入金の返済・退職手
当支給額等）の標準財政規模を基本とした額に
対する比率です。

借入金や将来支払う必要のある負担等につ
いて、現時点での残高として指標化したもので、
将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指
標ともいえます。
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【公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率】

現在高－流動資産）－解消可能資金不足額

 資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に
　充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額

 事業の規模（法非適用企業）＝（営業収益に相当する収入の額＋指定管理者制度を導入する公営企業において徴収する利用料金の額）
－受託工事収益に相当する収入の額

６　主な用語の説明

■標準財政規模

なお、臨時財政対策債の発行可能額についても含まれています。

■早期健全化基準

定められた数値です。各比率のいずれかが基準以上になると、当該健全化判断比率を公表した年度の末日までに「早期健全化計画」を策定しなければ

なりません。

■財政再生基準

地方公共団体が財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画的に

その財政の健全化を図るべき基準として、早期健全化基準を超えるものとして定められた数値です。基準以上になると、公表した年度の末日までに

「財政再生計画」を策定しなければなりません。

■経営健全化基準

地方公共団体が自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、資金不足比率について定められた数値です。

基準以上になると、「経営健全化計画」を策定しなければなりません。

※資金の不足額がない場合は「－」で表示する。

☆経営健全化基準 20.0%

・事業の規模：事業の規模（法適用企業）＝（営業収益の額＋指定管理者制度を導入する公営企業において徴収する利用料金の額）－受託工事収益の額

資金の不足額
（水道事業会計）

資金の不足額

・資金の不足額：資金の不足額（法適用企業）＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の

資金の不足額
（国民宿舎特別会計）

資金の不足額
（簡易水道事業会計）

0

事業の規模

事業の規模
（水道事業会計）

資金の不足額
（工業用水道事業会計）

＝

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額をいいます。

地方公共団体が財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的かつ計画的にその財政の健全化を図るべき基準として

事業の規模
（簡易水道事業会計）

0

資金不足比率
（左記５会計すべて）

－1,028,702 908,50220,376 122,7202,431

事業の規模
（公共下水道事業会計）

0

事業の規模
（工業用水道事業会計）

0

事業の規模
（国民宿舎特別会計）

0

資金の不足額
（公共下水道事業会計）

資金不足比率

⑤　資金不足比率

公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対す
る比率です。

公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金
収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合
いを示す指標ともいえます。
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